
･･･････････････P6，10～11参照人 口 ( 国 勢調査 ）
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(平成28年経済センサス－活動調査）･･･････････････P23参照事 業 所

建設業
11%

製造業
7% 運輸業、

郵便業
3%

卸売業、小売業
26%

金融業、保険業 1%

不動産業、

物品賃貸業

11%
学術研究、

専門・技術サービス
3%

宿泊業、

飲食サービス業
9%

生活関連サービス業、

娯楽業
9%

教育、

学習支援業
3%

医療、福祉
6%

サービス業
（他に分類され

ないもの）

7%

その他
3%

平成28年

事業所数
2,471

農・林・漁業
2%

建設業
14%

製造業
19%

運輸業、

郵便業

5%

卸売業、小売業
22%

金融業、

保険業

2%

不動産業、

物品賃貸業

3%

学術研究、

専門・技術ｻー ﾋ゙ｽ

2%

宿泊業、飲食ｻ ﾋー゙ｽ業
6%

生活関連ｻ ﾋー゙ｽ業、

娯楽業 4%

医療、福祉
11%

複合ｻ ﾋー゙ｽ事業
3% サービス業

（他に分類され

ないもの）

6%

その他
3%

産業（大分類）別民営事業所の構成

平成28年

従業者数
16,744



･･･････････････P32,36参照(大船渡市魚市場資料)

大船渡漁港魚市場水揚高の推移　(数量･金額)

水 産 業
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鮮魚出荷

51.2%
冷凍

46.7%

一般

加工

2.1%

令和元年度
総水揚高

5,397,289

千円

さんま

37.6%

さけ･ます

1.7%

ぶり類

11.8%

いか類

0.6%

たら類

1.3%

かつお

4.9%

いさだ

2.4%

さば

13.0%

まぐろ類

0.9%

その他

25.7%

令和元年度
総水揚高

5,397,289

千円



(県調査統計課『工業統計調査結果報告書』)･･･P37参照(従業員4人以上の事業所)

製造品出荷額等の推移
（注）平成12年以前は旧三陸町分を含まず

製 造 業
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窯業 食料品 木材億円

食料品
40.8%

飲料・飼料
3.1%

繊維
6.1%

木材
4.1%

印刷
5.1%

プラスチック
4.1%

窯業
5.1%

鉄鋼
2.0%

金属
8.2%

はん用
5.1%

生産用
2.0%

電子
3.1%

輸送
6.1%

その他
5.1%

令和元年

事業所数

９８



･･･････････････P38～39参照商 業 (平成28年経済センサス-活動調査)
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年間商品販売額の推移

卸売業

小売業

億円

卸売業
21%

小売業
79%

飲食料品
7%

建築材料・鉱物

・金属材料等

4%

機械器具

5%

その他の

卸売業

5%

織物・衣服・

身の回り品
10%

飲食料品
25%

機械器具

12%

その他の

小売業
31%

無店舗 2%

平成28年

事業所数
510



･･･････････････P84参照財 政
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土木費

総務費

民生費

災害復旧費

教育費

農林水産業費

公債費

衛生費

商工費

消防費

その他

（百万円）

平成30年度

令和元年度

0 5,000 10,000

繰入金

地方交付税

国庫支出金

繰越金

市税

県支出金

市債

諸収入

地方消費税交付金

財産収入

その他

（百万円）

平成30年度

令和元年度

総務費

20.4%

民生費

23.3%

衛生費

5.4%
農林水産業費

4.7%

商工費

3.2%

土木費

14.3%

消防費

4.1%

教育費

9.6%

災害復旧費

5.9%

公債費

8.1%

その他

1.0%

令和元年度

一般会計歳出

24,831,839
千円

一般会計（歳入）

一般会計（歳出）

市税

16.2%

地方交付税

26.8%

国庫支出金

13.8%

県

支出金

5.6%

繰入金

15.6%

繰越金

6.8%

諸収入

2.5％
市債

7.1%

その他

(依存財源）

3.5%
その他

（自主財源）

2.2%

令和元年度

一般会計歳入

26,473,819
千円



･･･････････････P105～107参照市 民 経 済
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